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市
で
は
、
身
体
障
害
者
を
対

象
に
、
平
成
26
年
度
採
用
予
定

の
市
職
員
を
募
集
し
ま
す
。

職
種　

一
般
行
政
職
事
務
職

（
上
級
）

採
用
予
定
数　

１
人

受
験
資
格　

①
〜
③
ま
で
の
要

件
を
す
べ
て
満
た
す
方

①
昭
和
53
年
４
月
２
日
以
降
に

生
ま
れ
た
方
で
、
身
体
障
害
者

手
帳
（
１
〜
６
級
）を
所
持
し

て
い
る
方

②
自
力
通
勤
が
可
能
で
、
介
護

者
な
し
に
一
般
事
務
が
遂
行
で

き
る
方

③
活
字
印
刷
文
に
よ
る
出
題
及

び
口
頭
に
よ
る
面
接
試
験
に
対

応
で
き
る
方

試
験
日　

12
月
７
日
㈯

試
験
会
場　

我
孫
子
市
教
育
委

員
会
（
水
道
局
4
階
）

受
付
期
間　

11
月
18
日
㈪
〜
11

月
29
日
㈮
（
受
付
期
間
内
の
消

印
有
効
）

・
　

試
験
申
込
書
（
総
務

課
、
障
害
福
祉
支
援
課
、
各
行

政
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
で
11
月

18
日
㈪
か
ら
配
布
。
市
ホ
ー
ム

ペ
ー
ジ
か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

可
。）に
必
要
事
項
を
記
入
し
、

長
形
３
号
の
返
信
用
封
筒
（
３

８
０
円
切
手
を
貼ち

ょ
う
ふ付
し
宛
先
を

明
記
）を
同
封
の
上
、
〒
２
７

０

−

１
１
９
２
市
役
所
総
務
課

（
住
所
省
略
可
）へ
簡
易
書
留
で

郵
送
（
持
参
に
よ
る
申
し
込
み

は
で
き
ま
せ
ん
）。
詳
し
く
は
、

募
集
要
領
で
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

　

総
務
課
・
内
線
２
３
２

　平成24年度の普通会計財務書類4表
（①貸借対照表、②行政コスト計算書、
③純資産変動計算書、④資金収支計算
書）は、次のとおりとなりました。
　これらの財務書類によって、従来の
決算書などでは把握できなかったス
トックの情報（これまでに蓄積された

資産など）や現金支出を伴わない行政コ
スト（建物の減価償却費など）を把握で
きるようになり、より詳しい財政分析
ができるようになります。
　なお、他団体との比較については、各
団体の数値が公表され次第、お知らせ
します。　　  　 　財政課・内線220

普通会計財務書類4表
（総務省方式改訂モデル）についてお知らせします。

平成24年度速 報

資産の部（これまでに蓄積した資産） 負債の部（将来支払うべき額）
公共資産　　  a 1009 億 4400 万円 固定負債　　  d 348 億 1900 万円

有形固定資産
（道路、公園、学校など） 1007 億 6000 万円 地方債 268 億 400 万円

売却可能資産
（現在利用していない土地など） 1 億 8400 万円 退職手当引当金 80 億 1500 万円

投資等　　　  b 73 億 3000 万円

投資及び出資金 22 億 3600 万円 流動負債　　  e 30 億 800 万円

その他
（貸付金や基金等など） 50 億 9400 万円

翌年度償還予定
地方債 26 億 800 万円

流動資産　　  c 56 億 6100 万円 その他 4 億円

現金預金 53 億 1800 万円 負債合計（d+e）　f 378 億 2700 万円

うち歳計現金 15 億 2600 万円 純資産の部（これまで負担してきた額）
未収金 3 億 4300 万円 純資産合計　  g 761 億 800 万円

資産合計（a+b+c） 1139 億 3500 万円 負債・純資産合計（f+g） 1139 億 3500 万円

貸借対照表
　貸借対照表とは、市が行政サービスを提供するために保有している資産
と、その資産をどのような財源により取得してきたかを示す財務書類のこ
とです。

経常行政コスト 306 億 2300 万円

人にかかるコスト（人件費など） 76 億 1400 万円

物にかかるコスト（施設の維持補修費など） 96 億 6400 万円

移転支出的なコスト（社会保障給付費や補助金など） 129 億 3600 万円

その他のコスト（支払利息など） 4 億 900 万円

経常収益 12 億 7900 万円

使用料・手数料 8 億 2800 万円

分担金・負担金・寄付金 4 億 5100 万円

純経常行政コスト（経常行政コスト−経常収益） 293 億 4400 万円

　行政コスト計算書とは、人的サービスや給付サービスなどの資産
形成につながらない行政サービスにかかった経費と、その行政サー
ビスに対して得られた収入（使用料など）とを対比した財務書類のこ
とです。

行政コスト計算書

期首資金残高 22 億 5300 万円

当期収支 △ 7 億 2700 万円

経常的収支（市税収入、人件費など） 50 億 6500 万円

公共資産整備収支(公共資産整備に係る支出やそれに対する国・県補助金など） △ 18 億 1300 万円

投資・財務的収支（地方債の返済や公共資産売却収入など）△ 39 億 7900 万円

期末資金残高 15 億 2600 万円

　資金収支計算書とは、資金（歳計現金）の出入りの情報を３つの性
質に分けて表示した財務書類のことです。

資金収支計算書

期首純資産残高 756 億 2000 万円

当期変動額 4 億 8800 万円

純経常行政コスト △ 293 億 4400 万円

市税、地方交付税、国・県補助金等の収入 303 億 4800 万円

その他 △ 5 億 1600 万円

期末純資産残高 761 億 800 万円

　純資産変動計算書とは、市の純資産（資産から負債を差し引いた
額）が平成24年度中にどのように変動したかを示す財務書類のこと
です。

純資産変動計算書

Q　財務書類からどのようなことがわかりますか？
A　例えば、以下のようなことがわかります。
①市民1人あたりの資産と負債
　市民1人あたりの資産は85万1000円　負債は28万3000円となってい
ます。
②市民１人あたりにかかる行政サービス費用
　市民１人あたりの費用は21万9000円となっています。
③社会資本の整備に対する世代別負担率
　これまでの世代の負担は75.4％　将来世代の負担は29.1％となってい
ます。※社会資本形成の財源とならない地方債も含まれるため、世代別
負担比率の合計は100％になりません。
④資産形成以外の行政サービス費用の受益者負担率
　上記行政サービス費用のうち、受益者負担で賄われている比率は4.2％
となっています。
※貸借対照表は、平成25年3月31日現在のものです。行政コスト計算書、
純資産変動計算書や資金収支計算書は、平成24年4月1日から平成25年3
月31日までのものです。※1人あたり数値の算出にあたっては平成25年
3月31日時点の住民基本台帳人口を用いています。※より詳しい分析な
どは、市のホームページに掲載しています。

任
期　

平
成
26
年
１
月
27
日
か

ら
２
年
間

対
象
・
定
員　

市
内
在
住
、
在

勤
の
方
（
市
の
他
の
審
議
会
等

の
委
員
に
現
在
委
嘱
さ
れ
て
い

る
方
を
除
く
）、
4
人

報
酬　

1
回
３
５
０
０
円

選
考
方
法　

選
考
委
員
会
に
よ

る
選
定

応
募
方
法　
「
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー

普
及
に
つ
い
て
」ま
た
は
、「
身

近
な
騒
音
・
悪
臭
な
ど
の
公
害

問
題
に
つ
い
て
」を
テ
ー
マ
に

意
見
を
８
０
０
字
程
度
に
ま
と

め
、
住
所
、
氏
名
、
職
業
、
性
別
、

生
年
月
日
、
電
話
番
号
、
各
種

団
体
に
所
属
し
て
い
る
方
は
団

体
名
を
、
資
格
を
お
持
ち
の
方

は
そ
の
資
格
を
明
記
し
、
12
月

11
日
㈬
（
必
着
）ま
で
に
手
賀

沼
課
へ
郵
送
ま
た
は
持
参
。
※

応
募
さ
れ
た
原
稿
は
、
公
表
・

返
却
し
ま
せ
ん
。

・
　

〒
２
７
０

−

１
１
９

２
市
役
所
手
賀
沼
課
（
住
所
省

略
可
）・
内
線
４
６
８

あ
な
た
の
声
を
環
境
保
全
に 

環
境
審
議
会
委
員
を
募
集

任
期　

平
成
26
年
４
月
１
日
か

ら
２
年
間　

※
年
４
回
開
催

対
象
・
定
員　

各
学
校
区
に
在

住
の
方
、
各
学
校
区
２
人

報
償　

会
議
参
加
１
回
に
つ
き

１
０
０
０
円

選
考
方
法　

レ
ポ
ー
ト
審
査

応
募
方
法　
「
地
域
の
力
を
生

か
し
た
学
校
づ
く
り
を
考
え

る
」と
い
う
テ
ー
マ
で
８
０
０

字
程
度
に
ま
と
め
、
住
所
、
氏

名
、
年
齢
、
性
別
、
電
話
番
号
、

希
望
学
校
名
（
第
１
希
望
・
第

２
希
望
）を
明
記
し
、
１
月
14

日
㈫
必
着
で
〒
２
７
０

−

１
１

６
６
我
孫
子
１
６
８
４
教
育
委

員
会
学
校
教
育
課
へ
郵
送
ま
た

は
持
参
。

　

教
育
委
員
会
学
校
教
育
課

☎
７
１
８
５

−

１
２
６
８

あ
な
た
の
声
を
学
校
運
営
に 

学
校
評
議
員
を
募
集

市 政 情 報

市
職
員
を
募
集
（
身
体
障
害
者
対
象
）
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